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健全化判断比率と資金不足比率を公表します 

令和２年度決算の数値を基に算定した「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質

公債費比率」、「将来負担比率」の４つの健全化判断比率と公営企業の「資金不足比率」

を公表します。 

この算定した数値については、公表の前に監査委員の審査を受け、その審査の意見を

つけて議会に報告することも義務づけられており、小山町では、令和３年８月２５日小

山町議会９月定例会において報告いたしました。 

「早期健全化基準」・「経営健全化基準」を超えると、イエローカード。「財政再生基

準」を超えると、レッドカード。 

４つの健全化判断比率には「早期健全化基準」がそれぞれ設けられ、令和元年度決算

の数値を算定した指標から、１つでもその基準を超えた場合は、「財政健全化計画」を

定め、自主的かつ計画的に財政の健全化を図らなければなりません。 

さらに、自主的な財政の健全化を図ることが困難とされる「財政再生基準」が将来負

担比率を除いた３指標に設けられ、１つでもその基準を超えた場合は、「財政再生計画」

を定め、総務大臣に報告、同意を得て財政の再生を図らなければなりません。 

また、資金不足比率には、「経営健全化基準」が設けられ、基準を超えた場合は、公

営企業会計ごとに「経営健全化計画」を定め、自主的かつ計画的に経営の健全化を図ら

なければなりません。 

小山町の健全化判断比率と資金不足比率は・・・ 

１ 健全化判断比率                        （単位：％） 

区 分 
小山町の比率 早期健全化基準 

（令和２年度） 

財政再生基準 

（令和２年度） 令和２年度 前年度 

①実質赤字比率 ※１  ― ―  １４．６０  ２０．００ 

②連結実質赤字比率 ※１  ― ―  １９．６０  ３０．００ 

③実質公債費比率 ８．０ ８．１  ２５．０  ３５．０ 

④将来負担比率 ※２  ― ― ３５０．０  

※１ ①・②とも黒字で、赤字比率は算定されないため、「―」表示になっています。 

※２ 将来負担額よりも充当可能財源等が多く、将来負担比率は算定されないため、「―」表示

になっています。 

 

２ 資金不足比率               （単位：％） 

区 分 
小山町の比率 経営健全化基準 

（令和２年度） 令和２年度 前年度 

下水道事業特別会計 ※１ ― ―  ２０．００ 

宅地造成事業特別会計 ※１ ― ―  ２０．００ 

新産業集積エリア造成事業特別会計 ※１ ― ―  ２０．００ 

上野工業造成事業特別会計 ※１ ― ―  ２０．００ 

木質バイオマス発電事業特別会計 １００．９ ９．８  ２０．００ 

小山ＰＡ周辺開発事業特別会計 ※１ ―   ２０．００ 

温泉供給事業特別会計 ※１ ―   ２０．００ 

水道事業会計 ※１ ― ―  ２０．００ 

※１ 資金不足比率が算定されない会計は、「―」表示となっています 

上記のとおり、「１ 健全化判断比率」は「早期健全化基準」を下回り、「木質バイオ

マス発電事業特別会計」以外の会計は「２ 資金不足比率」は経営健全化基準を下回っ

ているため、健全な状況であると判断できます。



2 

 

 

それぞれの指標の算定した範囲は、以下の《健全化判断比率等の対象図》のとおり、

地方自治体の全ての会計を対象とすることはもちろんのこと、地方自治体が加入してい

る一部事務組合や広域連合、さらに地方自治体が出資している地方公社や第三セクター

等の団体に対する負担金等も含めて算定しています。 

小山町の令和元年度決算の対象となる会計及び団体等は、図に表しているとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《健全化判断比率等の対象図》 
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【一部事務組合・広域連合】 
  

御殿場市・小山町広域行政組合 

駿東地区交通災害共済組合 

駿豆学園管理組合 

静岡県市町総合事務組合 

静岡県後期高齢者医療広域連合 

静岡地方税滞納整理機構 

  

【地方公社・第三セクター等】 
  

御殿場市・小山町土地開発公社   
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①実質赤字比率とは？ 

標準財政規模に対する実質赤字額の割合です。 

                          

                          

                          

※実質赤字額･･･（歳入総額－歳出総額）－翌年度へ繰越す歳入＝実質収支額 

実質収支額がマイナス（赤字）の場合に、実質赤字額となります。 

※標準財政規模･･･地方自治体の標準的な収入。 

小山町の令和元年度標準財政規模は、５４億６，２５９万３千 

円です。 

 

小山町の令和２年度普通会計（一般会計・育英奨学資金特別会計・土地取得特別

会計）の実質収支額は、２億６千２３１万９千円の黒字であり、「実質赤字比率」は

算定されないので「―」表示となっています。 

 

 

②連結実質赤字比率とは？ 

標準財政規模に対する、全会計を対象とした実質赤字額合計の割合です。 

                         

                         

                         

※連結実質赤字額･･･普通会計と特別会計（国民健康保険・老人保健・介護保険・

後期高齢者医療）の実質赤字額と公営企業会計（下水道事業・

宅地造成事業・新産業集積エリア造成事業・上野工業団地造

成事業・木質バイオマス発電事業・小山ＰＡ周辺開発事業・

温泉供給事業・水道事業）の資金不足額の合計。 

 

小山町の令和２年度全会計の実質収支額等の合計は、８億１千９９４万３千円の

黒字であり、「連結実質赤字比率」は算定されないので「―」表示となっています。 

 

 

③実質公債費比率とは？ 

標準財政規模等に対する実質的な公債費（町の借金の返済金）相当額の割合です。  

通常、前３年度の平均値を使用します。 

 

 

 

 

 

※地方債の元利償還金…町の借金に対する毎年支払う返済金。 

 

小山町の令和２年度元利償還金相当分は、８億８，２１３万３千円です。 

 

 

 

【算定式】     普通会計の実質赤字額 

実質赤字比率＝  

          標準財政規模 

【算定式】        連結実質赤字額 

連結実質赤字比率＝  

            標準財政規模 

【算定式】    (地方債の元利償還金相当分＋準元利償還金)－ 

          (特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率＝  

        標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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※準元利償還金…町の借金に対する毎年支払う返済金に準じるもの。 

小山町では、御殿場市小山町広域行政組合などの一部事務組合の

公債費への負担金、水道事業会計・下水道特別会計の公債費への

一般会計からの繰出し金、その他公債費に準ずるものを含みます。 

小山町の令和２年度準元利償還金は、１億９９９万千円です。 

 

※基準財政需要額…普通交付税の算定基礎となるもので、財政需要を一定の方法に

よって合理的に算定した額。 

ここでは、基準財政需要額に算入された公債費等を控除します。 

 

小山町の令和２年度の元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額等の算入

額は、５億６千６４２万８千円です。 

 

 

④将来負担比率とは？ 

標準財政規模等に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の割合です。 

一般会計等が背負っている借金が、一般会計等の標準的な年間収入の何年分かがわか

ります。 

 

 

 

 

※将来負担額…次のイからトまでの合計額 

イ 地方債の年度末残高（町の借金の残高） 

小山町の令和２年度末地方債残高は、８４億６千５１８万３千円です。 

ロ 債務負担行為（２年以上にわたって支払うもの）に基づく支出予定額 

小山町の令和２年度以降支出予定額は、４億２千９４８万８千円 

ハ 一般会計等以外の会計（下水道事業・水道事業）の借金返済に充てる一般会

計等からの負担見込額 

小山町の令和２年度以降負担見込額は、３億８千１０４万５千円です。 

ニ 町が加入している御殿場市・小山町広域行政組合などの組合等の借金返済に

充てる一般会計等からの負担見込額 

小山町の令和２年度以降組合負担見込額は、３億２，３１３万６千円です。 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の

負担見込額 

小山町の令和２年度以降退職手当負担見込額は、１６億４，８３７万９千円

です。 

ヘ 連結実質赤字額 

小山町では②で説明したとおり、該当ありません。 

ト その他、設立法人の負債額等の負担見込額と組合等の連結実質赤字額の負担

見込額等がありますが、小山町の場合は該当ありません。 

※充当可能基金額…町全ての基金残高（町の貯金残高） 

小山町の令和２年度末充当可能基金残高は、５４億４千３７万８千円です。 

 

 

 

【算定式】    将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額 

    ＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担比率＝  

        標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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⑤資金不足比率とは？ 

公営企業ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるのかを示すもの。 

 

 

 

小山町では、「下水道事業」、「宅地造成事業」、「木質バイオマス発電事業」、「温泉供

給事業」「新産業集積エリア造成事業」、「上野工業団地造成事業」「小山ＰＡ周辺開発事

業」、と「水道事業」が公営企業となります。 

下水道事業は４４３万６千円の黒字、宅地造成事業は６千１３２万７千円の黒字、温

泉供給事業は２９６万４千円の黒字、新産業集積エリア造成事業は令和２年度末で廃止、

上野工業団地造成事業は１０万２千円の黒字、小山ＰＡ周辺開発事業は７万４千円の黒

字、水道事業は１億９千６２８万６千円の黒字であるため、「資金不足比率」は算定さ

れないので「―」表示となっています。 

木質バイオマス発電事業は１千４３１万６千円の赤字となり、売電収入から営業外収

益を除いた１千４１７万６千円で除した１００．９％が資金不足比率として算定されま

す。 

【算定式】      資金の不足額 

資金不足比率＝  

          事業の規模 


